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 要約 

・携帯電話の世界の出荷量は約 18.8 億台、そのうち、スマートフォン

は約 12.4 億台の出荷があった（2014 年）。スマートフォンは代表的な

「電子部品」の需要先で、その生産には日本企業製の「電子部品」が

大量に使われている。 
・Apple Inc.の主要調達先 200 社のうち、日本企業は約 2 割（39 社）、事

業所数の約 3 割をしめる。そのうち、約半数は日本にあり、海外事業

所の大多数が東アジアに立地している（“Apple Supplier List”2015 年版）。 
・電子部品・デバイス（「電子部品」）は、日本のエレクトロニクス産業

の中心である。国内生産の 63.7％を「電子部品」が占め、産業用電子

機器（30.5％）を上まわり、かつての主力であった民生用電子機器は

5.9％にすぎない。なかでも、一般電子部品の競争力は高い。 
・日本の電子工業で規模が大きいのは電子部品・デバイスである。なか

でも一般電子部品は競争力があり、微小加工による小型化と高性能化

が進み輸出面では数量の増加、低価格化が同時進行している。 
・用余がスマートフォン等の通信機器につぐ需要先に「自動車」分野が

ある。「医療」分野、「エネルギー」分野など需要拡大が期待されてい

る。用途が広がるなかで、供給側では新たな活用分野での提案力、需

要家の発掘が求められる。一方、需要側では新たな調達先、調達する

商品の発掘力が問われている。 
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１．Apple Inc の主要調達先から

みる日本企業の地位 

 

市場が急拡大したスマートフォン

は全世界に約 12.4 億台（2014 年、前

年比 28.4％増）の出荷があった。携

帯電話全体（18.8 億台）の 66％を占

めた（Gartner 社調べ）。その生産を

支えているのは日本企業が生産する

電子部品である。そこで、スマート

フォンの代表的メーカーの Apple 

Inc.を例にとりサプライチェーンの

状況をみてみる。 

同社資料（“Apple’s Supplier List”）

によると、主要取引先の 200 社で調

達部品の 97％（2014 年実績）を占め

る。同社の製品の最終組立・生産は、

中国にある FOXCONN（富士康科技

集団）他の 18 工場である（注-1）。その

ために必要な部品・材料は中国国内

で生産されたものが増えているもの

の、日本、米国、台湾、韓国等で生

産したものを使用している。 

2015 年版（2014 年実績）では、主

要調達先の上位 200 社は 30 か国 749

事業所を紹介している。そのうち、

全調達先事業所の約 84％に相当す

る 629 事業所が東アジアに集結し、

アップルの製品は東アジア地域での

部品・資材の調達を抜きに成りたた

ない。事業所の立地先で最多が中国

（事業所数 336）、次いで日本（同

131）、台湾（同 37）。韓国（同 33）、

マレーシア（同 23）など 11 か国に

及ぶ。東アジア以外では米国（同 64）、

ドイツ（同 12）などである（表-1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Apple の主要取引先として挙げら

れている日本企業の事業所は日本を

中心に東アジア地域に集中している。

日本企業を選び、事業所の所在国・

表－１ APPLE Inc.の主要調達先

200 社の事業所立地場所（国・地域）

 2014 2015 2014 2015

東アジア 670 629 欧州地域 42 42
Japan 139 131 Austria 2 3
東アジア（除く

日本）
531 498 Belgium 3 3

China 349 336 Czech Republic 5 5
Cambodia 1 France 4 3
Indonesia 6 5 Germany 13 12

Korea 32 33 Hungary 1 1
Malaysia 29 23 Ireland 3 2

Philippines 24 20 Italy 3 3
Singapore 17 12 Malta 1 1

Taiwan 42 37 Netherlands 2 4
Thailand 21 17 Portugal 1 1
Vietnam 11 14 Spain 1 　

United Kingdom 3 4
米州地域 73 72 その他 7 6

USA 60 64 ISRAEL 6 5
Brazil 2 2 Morocco 1 1

Canada 1
Costa Rica 2 1

Mexico 7 4
Puerto Rico 1 1 合計 792 749  

注：2014 年実績は 2015 年版、2013 年実

績は 2014 年版（以下 同じ） 

出所：Apple Inc.：“Apple’s Supplier List

各年版”から筆者作成 
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地域ごとに集計したものが表-2 であ

る。その特徴を列記する。 

* 日本企業は 39 社。主要調達先 200

社中の約 2 割をしめる。 

* 日本企業の取引事業所総数は 239。

主要 200 社の事業所（749）の 1/3

近くを占める。日本企業の取引先

事業所数は海外に 123、日本に 116

と、海外の事業所数が上回る。 

* 日本企業の海外事業所（123）のう

ち、東アジア以外にある海外事業

所数は 6。中国の 60 を最高に東ア

ジア 10 か国に集中している。 

* 日本にある外資系企業の事業所数

は 15 である。日本にある事業所数

131 のうち日本企業の国内事業所

数（116）を除いたもので、在日外

資系企業の事業所例に MOREX、

3M、などがある。 

* 最も多い取引先事業所をもつ日本

企業はパナソニック（事業数 31）

である。次いで村田製作所（同 25）、

TDK（同 20）と続き、7 社が 10

以上の取引事業所を持つ。 

* 日本企業の海外立地先をみると、

国内からの納入が多い例に、パナ

ソニック（国内事業所数 20）、村

田製作所（同 14）である。一方、

海外事業所からの納入例にフォス

ター電機があり、納入先の 8 事業

所は中国とベトナムにあり、日本

からの納入はない。 

* 外資系企業を含めた日本にある調

達先事業所は 47 都道府県のうち、

35 府県におよび、栃木、東京、奈

良、鳥取、山口、香川、高知、沖

縄の 7 都県には主要調達先 200 社

749 事業所は見当たらない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうしたことから、Apple 社の製

品の製造には日本企業の部品・素材

の供給が欠かせず、その取引事業所

先は日本、中国を含む東アジア地域

に集中していることが分かる。 

なお、電子機器の分析会社・フォ

ーマルハウト・テクノ・ソリューシ

表－２ 日本企業の事業所立地国・ 

地域（Apple Inc の調達先） 
2014 2015 2014 2015

合計 262 239
日本 125 116

　（比率：％） 47.7 48.5

【東アジア地域

（日本を除く）
131 117 【東アジアを除く

地域】
6 6

中国 68 60 USA 2 2

台湾 6 7

 　韓国 6 4 Austria 1 1

Cambodia 1

INDONESIA 4 3 Czech Republic 2 2

MALAYSIA 11 6 Germany 1 1

Philippines 9 7

Thailand 13 5

SIGAPORE 6 12 【参考】

VIETNAM 8 12 海外事業所数 137 123  
出所：Apple Inc.：“Apple’s Supplier List”

から筆者作成 
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ョ ン ズ （ Formalhaut Techono 

Solutions）によると、iPhone5 を解体

し約 1000 個の電子部品を顕微鏡で

調べ、製造元を特定した。その結果

によると 50％超が日本企業の製品

である。そうした日系企業が生産す

る電子部品の多くは APPLE 社ばか

りでなく、韓国や中国のスマートフ

ォン製造企業にとっても欠かせない

役割を持っている。 

 

２．「電子部品・デバイス」の生

産・貿易の特徴 

 

アップル他に供給している日本の

部品の生産と貿易をみてみる。日本

のエレクトロニクス機器の主力商品

は「電子部品・デバイス」（以下「電

子部品」）である（図-1）。 

電子情報技術協会（JEITA）によ

ると、日本の電子工業の生産額（11

兆 7,961 億円）のうち、「電子部品」

（7 兆 5,108 億円、シェア 63.7％）が

最大の生産額である。民生用電子機

器（6,931 億円、同 5.9％、産業用電

子機器（3 兆 5,923 億円、同 30.5％）

の合計を上回り、日本の電子工業は

「電子部品」が主である（2014 年実

績）。ただし、日本国内での電子工業

生産額の減少傾向が続き、「電子部

品」の国内生産額は 2005 年、2010

年当時と比べるとそれぞれ約1.75兆

円、0.75 兆円の減少である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

JEITA は日本の電子工業の状況に

ついて次の予測をしている。 

① 2015 年の日系企業の生産額（海

外生産分を含む）は 4 年連続のプ

ラス成長を見込む 41.9 兆円。 

電子部品の大手企業の中間決

算や今年度決算見通しでは好況

を裏付けている。 

② 電子工業の国内生産額は 12.1 兆

円。2 年連続のプラスを見込むが、

国内生産比率は 34％に留まる。 

このことから、電子部品の海外

図－１ 日本の電子工業の出荷額推移 

 
（注）JEITA 統計（原数値は生産動態統計）

より作成 
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生産移転が進み、世界の需要家に

納入している状況が分かる。 

③ 国内生産比率が高いものは、「デ

ィスプレイ・デバイス」（国内生

産比率 91％）、「サーバ・ストレ

ージ」（同 74％）、｢半導体｣（同

68％）、「医用電子機器」（同 68％）

などがある。高度な信頼性や品質

を求められている分野では高い

国内生産水準を維持すると推測

し、日本の供給拠点の役割は変わ

らない。 

こうした状況から、日本では一部

の高機能電子部品を生産体制を維持

し生産拡充が見込まれている。 

 

「電子部品」は、①一般電子部品

（受動部品や変換部品，接続部品，

その他の電子部品）、②電子デバイス

（真空管などの電子管，半導体素子，

集積回路など）に分けることができ

る。その生産、輸出、輸入の状況を

みると、日本企業の強みは一般電子

部品にある（表-3、表-4）。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－３ 日本の電子工業品の生産状況 
2004 2005 2010

生産額
(100万円）

生産額
(100万円）

生産額
(100万円）

生産額
(100万円）

構成比

（％）

電子部品

(%)
2004 2005 2010

2,523,852 2,562,336 2,394,457 693,126 5.9 0.27 0.27 0.29

7,542,273 7,283,699 4,671,594 3,592,255 30.5 0.48 0.49 0.77

9,779,204 9,256,527 8,265,665 7,510,794 63.7 100.0 0.77 0.81 0.91

2,961,869 2,948,051 2,671,695 2,430,092 20.6 32.4 0.82 0.82 0.91

895,206 892,805 892,886 887,334 7.5 11.8 0.99 0.99 0.99

797,937 812,123 833,957 745,518 6.3 9.9 0.93 0.92 0.89

485,403 4.1 6.5

112,830 1.0 1.5

70,285 57,400 23,550 23,366 0.2 0.3 0.33 0.41 0.99

377,432 351,393 196,142 175,641 1.5 2.3 0.47 0.50 0.90

6,817,335 6,308,476 5,593,970 5,080,702 43.1 67.6 0.75 0.81 0.91

327,368 303,845 236,547 48,317 0.4 0.6 0.15 0.16 0.20

1,071,478 1,061,125 1,131,728 1,022,813 8.7 13.6 0.95 0.96 0.90

3,619,093 3,287,951 2,679,951 2,226,414 18.9 29.6 0.62 0.68 0.83

1,799,396 1,655,555 1,545,744 1,783,158 15.1 23.7 0.99 1.08 1.15

19,845,329 19,102,562 15,331,716 11,796,175 100.0 0.59 0.62 0.77

産業用電子機器

品　　目

2014 倍率（対2014年比）

民生用電子機器

電子部品・デバイス

(一般）電子部品

受動部品

接続部品（電子回路基
板を除く）電子回路基板

821,009 834,330 725,160 0.73 0.72 0.82
電子回路実装基板

変換部品

その他の電子部品

電子デバイス

電子管

半導体素子

集積回路

液晶デバイス

電子工業計  
注 倍率（2014 年）は、2014 年の生産額が、各年の何倍の規模であったのかを示す 
  生産動態統計をもとに作成 
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（1）生産額・貿易額が大きい「電

子デバイス」 

2014 年の「電子デバイス」の生産

額、輸出額・輸入額は、「一般電子部

品」を上回る。生産額は「電子部品」

の 67.6％を占める。輸出額は 44.2％、

輸入額の 58.7％を占め、一般電子部

品より大きい。生産額が大きいのは

集積回路と液晶デバイスである。ま

た、輸出額、輸入額が大きいのは集

積回路である。電子デバイスの生産、

輸出、輸入ともに総じて減少傾向に

あるが、半導体素子の輸入は増加傾

向が顕著である。 

 

（2）増加に転じた一般電子部品 

一般電子部品は電子デバイスより

生産額、輸出額、輸入額が下回る。 

2014 年における一般電子部品の

国内生産額は 1 兆 8,765 億円で、2012

年を底に増加に転じている。なかで

もコンデンサー、コイル、抵抗器な

どの変換部品、高周波部品などを含

む「その他の電子部品」の増加が目

立つ。 

同様に、輸出をみると電子デバイ

スが液晶デバイスを除くと縮小して

いる。一方、一般電子部品は電子回

路基板を除くと受動部品、接続部品、

変換部品のいずれも拡大傾向にある

（図-2）。 

表-４ 日本電子工業品の輸出状況 
2004 2005 2010

　輸出額
(100万円）

　輸出額
(100万円）

　輸出額
(100万円）

　輸出額
(100万円）

構成比

（％）

電子部品
(%)

2004 2005 2010

1,789,104 1,688,632 917,223 556,840 5.9  0.31 0.33 0.61

2,446,150 2,188,740 1,421,814 1,434,237 15.3  0.59 0.66 1.01

9,518,743 9,746,495 8,003,005 7,401,271 78.8 100.0 0.78 0.76 0.92

1,885,329 1,990,615 1,576,547 1,691,778 18.0 22.9 0.90 0.85 1.07

560,559 562,615 601,297 627,693 6.7 8.5 1.12 1.12 1.04

536,890 568,773 624,015 733,982 7.8 9.9 1.37 1.29 1.18

325,873 346,346 291,747 259,204 2.8 3.5 0.80 0.75 0.89

51,061 43,634 39,968 46,885 0.5 0.6 0.92 1.07 1.17

410,946 469,247 19,520 24,014 0.3 0.3 0.06 0.05 1.23

3,842,228 3,849,806 3,652,220 3,273,208 34.8 44.2 0.85 0.85 0.90

81,416 99,270 27,853 24,561 0.3 0.3 0.30 0.25 0.88

832,901 850,216 887,691 756,641 8.1 10.2 0.91 0.89 0.85

2,927,911 2,900,320 2,736,676 2,492,007 26.5 33.7 0.85 0.86 0.91

3,791,186 3,906,074 2,774,238 2,436,285 25.9 32.9 0.64 0.62 0.88

13,753,997 13,623,867 10,342,042 9,392,349 100.0  0.68 0.69 0.91

品　　目

2014 倍率（対2014年比）

民生用電子機器

産業用電子機器

接続部品（電子回路基板を除く）

電子回路基板

電子部品・デバイス

電子部品

受動部品

電子管

変換部品

半導体素子

集積回路

その他の電子部品

電子デバイス

機器部分品

電子工業計  
注 倍率（2014 年）は、2014 年の輸出額が、各年の何倍の規模であったのかを示す 
情報電子技術協会（JEITA）の統計をもとに作成（原データは日本貿易統計） 
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（3）一般電子部品の低単価化 

電子部品の単価は高額なものもあ

るが、1 個あたりの出荷額、輸出額

をみると 100 円（1 ドル）を下回る

ものが少なくない。 

中には 1 ドルの 1/100 の 1 セント

に満たないものある。例えば、代表

的な受動部品である「多層セラミッ

ク・コンデンサー」の平均輸出単価

は 0.4 セント以下である（図-3）。半

導体デバイスの分野でもトランジス

ターなどが該当する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単価が 1 ドルを下回る輸出品目を

国連 BEC 分類基準で『部品』に分類

される HS85 類（電気機器）の品目

を HS6 桁レベルでみても 28 品目も

ある。 

図－２ 一般電子部品の出荷額の推移

（年度別） 
単位：億円
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（注）JEITA「電子部品のグローバル出荷統

計」より作成 

 

図－３ HS8532.24 多層セラミック・

コンデンサーの輸出数量。単価の推移 
単位：100 万個、US$/NO 

 
（注）日本貿易統計より作成 
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なお、電子部品の低価格化は電気

機器類全体でもいえる。表-5 は、

HS85 類の品目について単価の変化

状況をHS6桁レベルで品目数を数え

て結果である。2009~11 年と 2012～

14年の 3年間の平均単価をもとにし

ている。単価が下落した品目は上昇

した品目の 2 倍以上あることが分か

る。こうしたことから、数量増加と

輸出価格の低下を伴いながら、電子

部品の貿易は通信機器の急激な需要

増加に対応している。 

なお低価格化と同時に電子部品は

微細加工技術の発展にともなう小型

化、多数の部品を集積する製品化が

進行している。こうしたことがスマ

ートフォン等機器の高機能を実現し

ている。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（4）一般電子部品の数量増加が

顕著 

電子部品の生産量、貿易数量は非

常に大きい。中でも一般電子部品の

輸出数量は優に「億」単位、「数千万」

単位のものが少なくない。 

例えば、低単価の代表例で紹介し

た多層セラミック・コンデンサー

（HS 85.32.24-000）はスマートフォ

ンには 1 台あたり数百個単位で使わ

れ、高機能化に伴い使用量は飛躍的

に高まっている。そのため、輸出量

（2014 年）は 7,000 億個を超える。

他にも、インダクター（85.04.50-000）

の 1,000 億個以上など（図-4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－５ 平均単価の変化状況 

（2009～11 年と 12～14 年の比較） 
単位 品目数 

単価上昇 単価下落 その他
中国 輸入 165 103 83
  対日輸入 156 110 84
中国 輸出 81 195 75
   対日輸出 81 176 90
日本 輸入 81 167 100
   対中輸入 80 167 90
日本 輸出 85 174 101
  対中輸出 80 160 114  
注 HS85 類（電気機器類）に分類される

HS6 桁品目数を示す 

図－４ HS850450 インダク

ターの輸出数量。単価の推移 
単位 100 万個、US$/No 
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（注）日本貿易統計より作成 
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（5）一般電子部品の需要先は海外 

日本メーカーによる出荷額（海外生

産分を含む）に対する日本向け出荷額

の割合（対「日本」比）は約 25％で 3

年前の 2011 年の約 36％と比べると

10％ポイント以上の低下している。国

内需要も日本市場向け出荷が減少し

2011 年比で 17.5％減である。 

増加が著しいのは中国市場向けで

71.2％増となり、需要先別のシェアが

36.2％、2012 年以降 3 年連続し最大で

ある。（図-5）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（6）輸出比率が高い半導体デバ

イス 

半導体は輸出額が大きいだけでな

く、国内生産が主で輸出比率が高い。 

半導体・電子部品の物流コストは、

他の分野に比べ小さい。自動車の物

流コスト比率は約 2.8％、家電・AV

は約 3.4％である。半導体・電子部品

は約 1.4％程度である、軽くて小さい

製品なので大量に運んでも物流コス

トは非常に安くて済む。「物流コスト

が安く、しかも資本集約型の産業で

あるだけに、半導体産業は本来、国

内生産に向いている。数年来の円高

によって海外工場シフト、もしくは

海外ファンドリーの活用が増えてい

るが、円安が一気に加速する現状に

あっては、半導体こそ国内に工場立

地が向いている。 

 

（7）高い日本メーカー製の信頼性 

日系企業に対する電子部品の信頼

は厚い。その事例は事欠かない。例

えば、WSJ 紙（2015.4.29 付）他によ

ると、Apple 社が「Taptic Engine」と

呼ぶリニアアクチュエータ部品に不

具合が見つかり中国企業からの調達

をとりやめ、不良品がでていない日

図－５ 一般電子部品の地域別 

出荷額の推移（年度別） 

単位：億円・％ 
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（注）「対日本比」は全世界向

け出荷に対する日本市場

向け出荷の割合 
JEITA「電子部品のグローバ

ル出荷統計」より作成 
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本企業（日本電産）に限ったと伝え

ている。Taptic Engine は Apple Watch

の機能の「手首を軽く叩いたような

感触」を伝える重要な基幹部品であ

る。 

さらに、台湾の聯合新聞網は

『Apple Inc.は Foxconn に対し、品質

向上のために日本に生産拠点を確保

するよう要請した』と報道した（2015

年 3 月）。高度の生産工程が必要な

Apple Watch や新機種の生産が念頭

にある。最近の広く使われる電子機

器の多くは長期間にわたって保守。

整備が不要である。それだけにどの

ような使用環境条件に耐える日系メ

ーカー製の電子部品の信頼性は大き

な強みになっている。 

 

（8）広がる電子部品の需要先～ 

「自動車」向けが約1/4に拡大 

一般電子部品の需要はエレクトロ

ニクス分野ばかりでなく多種多様な

産業分野に使われている。 

一般電子部品の需要先（業種別）

（2014 年 7～9 月期）をみると、「通

信機器」向けが約 38％と最大である。

次いで、「自動車」向けが約 23％、

「PC・周辺機器」が約 11％と続く。

「家電」向けや「産業機器」「アミュ

ーズメント」向けは約 3％、「医療・

ヘルスケア」向け、「エネルギー」向

けが約 1％、「その他」の分野が約

10％となっている（電子部品グロー

バル出荷統計による）。 

 

２．電子部品貿易の特徴と課題 

 

電子部品に焦点にあてエレクトロ

ニクス産業の特徴を別表にまとめて

みた。自動車部品・自動車産業との

対比を試み、それを踏まえ電子部品

が担うサプライチェーンを念頭に特

徴と課題を考えてみる。 

電子部品の最大の需要先の情報・

通信機器分野の多くの品目が ITA

（情報技術協定）で関税が無税扱い

である。さらに、2015 年 7 月、懸案

だった ITA の品目が拡大することで

合意が成立した（注-3）。 

近年の日本の電子部品の需要の拡

大は、スマートフォンの急激な普及

に支えられた。電子部品の需要先は

テレビ等の民生用機器から、パソコ

ン、スマートフォンなどへと新たな

需要先に対応し市場を拡大してきた。 

スマートフォンが世界的に普及し
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た現在では、スマートフォンに頼ら

ない新たな市場を開拓することが重

要になる。先の JEITA による日系電

気部品メーカーの供給先を産業別に

みると、「自動車」（約 23％）と「通

信機器」（38％）に次ぐ大きく有力な

市場になっている。「医療・ヘルスケ

ア」、「エネルギー」向けは 1％前後

と少ないが、今後伸ばしていきたい

分野である。 

そのためには、従来の需要先（通

信、家電など）と比べ、各段の長期

使用に耐える耐久性能、安全性能な

どが求められる。使用される点数も

飛躍的に高まる。微小加工技術を発

展させ『小型・高機能化』、生産加工

機械の開発による『大量生産』と一

段の『低価格化』が加速するだろう。 

そうして生み出される新しい電子

部品は用途が明確でない場合が少な

くない。そうしたものの用途や販路

開拓をどうすればよいのか。また、

新たな需要先が求める性能等を満た

すには、さらなる商品の飛躍を伴う。 

電子部品の供給サイドでは新たな

ニーズがどこにあるのか、新たな用

途に向けた可能性の追求と提案力が

より重要性を持つ。 

一方、需要サイドでは、新たな商

品の開発力に加え、その実現に向け

組み込む電子部品の調達能力が重要

になる。 

この視点にたつと、新たな市場を

獲得する商品には、既存の調達先（納

入元）に囚われずに商品発掘能力の

強化と調達部門の役割の重要性があ

る。 

 

【注】 

1. 「電子部品、半導体デバイス」の分類は、

JEITA の定義による。電子部品グローバ

ル出荷統計は、JEITA の電子部品部会に

参加する会員企業の報告をもとに国内

生産額の他に外国の日系企業における

生産額を含む。 

2. 【Apple Inc の主力組立工場】 

Apple Inc の最終組立工場は 18 か所

（2015 年 Apple Suppliers List）。そのう

ち、自社で組立ているのはアイルランド

の 1 工場のみである。他の 17 か所の委

託先のうち、米国内に 2 事業所

（Flextronics、Quanta Computer Inc.）、ブ

ラジルに 1 事業所（Foxconn（Hon Hai 

Precision Industry Co. LTD.の現地法人）

がある。残りの 14 事業所は全て中国に

ある。 
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3. 【情報技術協定拡大交渉（ITA Expansion, 

ITA Ⅱ）】 

2013 年 12 月、ITA 拡大交渉は合意に

達せず、2014 年末まで継続になった。

交渉のなかで中国の反対したのは、①

141 品目をセンシティブな品目として

扱う。②そのうち、特に重要な 59 品目

を自由化から完全に除外するなど。なか

でも強く反対している品目はフラット

パネル・ディスプレイ（FPD）である。 

2015年7月の合意ではFPDが除外し、

そのことに最後まで反対していた台湾

も 7 月 28 日に合意した。 

 

【参考資料等】 

1）日本電子情報技術協会（JEITA）「電子

工業統計」 

2）Apple Inc.“Apple’s Supplier List”（2014

年版） 

 

 電子部品からみたエレクトロニクス産業の特徴 
エレクトロニクス 産業 （参考）自動車産業

産業の
特徴

・スマートフォンなど世界大(地球大）で同時的な普及が進む
・商品の多くは世界共通仕様である

・他産業のIT化、ITサービスの活用で電子部品の需要が拡大している

・ハイブリッド・カー、電池自動車、燃料電池車など、新車の技術
開発競争が激しい

・仕様に地域特性がある

サプライ
チェーンと
消費者との
関係

・サプライチェーンの最終段階で完成した商品の購入
・「モノ」「サービス主体」「ソフトウエア等」などの階層ごとに消

費者が選択できる

・サプライチェーンの最終プロセスに消費者を位置づけ、消費者は
最終組み立て後の商品を購入

・モデル変更等の商品のサイクルが短い
・開発に要するリードタイムが長く、モデルチェンジは頻繁ではな
い

・耐久消費財の電子機器は保守を必要としないものが多く、製品寿命

は比較的短い、
・使用期間が長く耐久性が求められ、中古市場が発達している

・多くの商品にIT化が進みネットワーク接続できる機能をもつ傾向に

ある
・安全性確保のために整備・保守を求めている

部品

・標準化が進んでいる

・技術革新と量産化で高機能・低格化が進む

・「部品」と「完成品」の区別が明確ではない
・「部品」であっても市場で流通し、取引されている

・電子部品の集積度が高まり、小型化が進んでいる

・エレクトロニクス製品に比べ部品点数が多い

・部品の共通化が進められているが、車種ごとに異なる
・市場で流通するものは少ない（アフターマーケットの存在）

・専用部品を使わずに設計思想を変え、電子機器の機能のソフト化が
進め標準仕様のマイクロプロセッサーを使いソフトを書きかえること

による対応が進む。

自動車以外の用途は乏しい

・電子化・IT化の進展で電気・電子機器産業以外の産業機器に電子部

品の搭載が広がっている
・高性能化・低価格化が進み、用途の拡大とともに生産量が急拡大

電子部品の使用が広がる

・ソフトウエアの役割が大きい ・ソフトウエアの比重が高まっている

・多くの部品は集中調達する場合が多い

　リスク分散のために生産拠点の立地先の分散が重要との認識が広が
る

・「ローカル・コンテンツ」
・現地調達を高めるサプライチェーンが重要

生産 ・新技術を生かした新規参入がある ・新規参入が容易ではない

・OEM、EMS(委託(受託)生産）等、多様な生産方法がある
・完成車メーカーと部品メーカーが分かれている
・ OEM、委託生産は限定的で系列取引が主体

・独立した部品メーカーが多い

貿易上の特
徴

・「情報技術協定」により、無税の品目が多い

　FTAによる関税引き下げ効果は限定的
・関税が高く輸入規制がある国が少なくない

・主要国が定めた環境規制等は、実質的にグローバルな規制になる ・国ごとに環境規制・安全基準等の規制がある

・電子部品の多くは航空貨物が主体
・中古品の貿易が盛ん
・自動車専用船など独自の輸送システムを早くから確立

製品
（最終製
品）

 
（注）筆者作成 
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